
１
．
自
己
査
定
、
償
却
・
引
当

制
度
と
早
期
是
正
措
置

⑴
　
自
己
査
定
、
償
却
・
引
当
制

度
と
自
己
資
本
比
率

　

信
用
事
業
を
行
う
Ｊ
Ａ
に
お
い
て

は
、
事
業
目
的
と
し
て
主
に
組
合
員

の
貯
金
額
を
原
資
に
組
合
員
等
へ
の

融
資
や
有
価
証
券
等
の
自
主
運
用
を

行
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
貯
金
者

の
保
護
を
図
る
た
め
、
そ
の
健
全
性

を
確
保
す
る
こ
と
が
非
常
に
重
要
で

す
。

　

こ
の
こ
と
は
、
Ｊ
Ａ
に
限
ら
ず
、

金
融
機
関
す
べ
て
に
当
て
は
ま
る
こ

と
で
あ
り
、
金
融
監
督
当
局
は
「
自

己
資
本
比
率
」
と
い
う
客
観
的
な
基

準
を
用
い
て
、
必
要
な
是
正
措
置
命

令
を
迅
速
か
つ
適
切
に
発
動
し
て
い

く
こ
と
で
金
融
機
関
の
経
営
の
早
期

是
正
を
促
す
行
政
手
法
を
導
入
し
て

い
ま
す
。

　

こ
の
「
自
己
資
本
比
率
」
は
Ｊ
Ａ

の
計
算
書
類
を
基
礎
に
算
定
さ
れ
る

た
め
、
正
確
な
算
定
の
た
め
に
は
、

適
正
な
計
算
書
類
の
作
成
が
不
可
欠

と
な
り
ま
す
。
金
融
機
関
の
場
合
に

は
、
貸
出
金
等
に
係
る
償
却
・
引
当

額
が
計
算
書
類
に
重
要
な
影
響
を
与

え
る
場
合
が
多
い
た
め
、
償
却
・
引

当
額
を
適
正
に
算
定
す
る
前
提
と
な

る
自
己
査
定
を
い
か
に
正
確
に
実
施

す
る
か
が
重
要
と
な
り
ま
す
（
図
表

１
）。

⑵
　
早
期
是
正
措
置
制
度
に
つ
い

て

　

前
述
し
た
金
融
機
関
に
経
営
の
早

期
是
正
を
促
す
行
政
手
法
は
、
早
期

是
正
措
置
制
度
と
よ
ば
れ
、
平
成
一

〇
年
四
月
に
導
入
さ
れ
て
い
ま
す
。

バ
ブ
ル
経
済
が
崩
壊
し
、
金
融
機
関

に
お
け
る
不
良
債
権
が
社
会
問
題
化

し
た
こ
と
が
導
入
の
契
機
と
な
っ
て

お
り
、
導
入
の
趣
旨
に
は
次
の
三
つ

が
掲
げ
ら
れ
て
い
ま
す
。

①
金
融
機
関
の
経
営
状
況
を
客
観
的

な
指
標
で
捉
え
、
適
時
に
是
正
措

置
を
講
じ
る
こ
と
に
よ
り
金
融
機

関
経
営
の
健
全
性
確
保
と
経
営
破

綻
の
未
然
防
止
を
図
る
こ
と
。

②
是
正
措
置
の
発
動
ル
ー
ル
を
明
確

化
す
る
こ
と
に
よ
り
、
行
政
の
透

明
性
確
保
に
も
資
す
る
こ
と
。

③
結
果
と
し
て
金
融
機
関
が
破
綻
し

た
場
合
の
破
綻
処
理
コ
ス
ト
の
抑

制
に
つ
な
が
る
こ
と
。

　

②
の
Ｊ
Ａ
に
対
す
る
行
政
庁
に
よ

る
命
令
は
、
農
協
法
九
四
条
の
二
第

Ｊ
Ａ
の
自
己
査
定

①�

自
己
査
定
、
償
却
・
引
当
制
度
と

近
年
の
金
融
行
政
の
変
化

Ｊ
Ａ
は
、
組
合
員
の
た
め
に
Ｊ
Ａ
運
営
の
健
全
性
を
確
保
す
る
必
要
が
あ
り
、
適
正

な
償
却
・
引
当
の
算
定
と
正
確
な
自
己
査
定
が
欠
か
せ
な
い
。
本
稿
で
は
、
ま
ず
自

己
査
定
と
は
何
か
、
そ
の
意
義
と
重
要
性
を
改
め
て
整
理
す
る
。「
系
統
金
融
検
査

マ
ニ
ュ
ア
ル
」
の
変
遷
と
役
割
も
押
さ
え
て
お
き
た
い
。

集
特

みのり監査法人
公認会計士　鳥飼 順一

福井県出身。2016 年６月まで大手
監査法人にて金融機関（地銀、信
金、信託銀行）や包括外部監査等の
監査業務に従事。2016 年７月より
全国農業協同組合中央会に出向。
2018 年７月にみのり監査法人に入
所。現在は、ＪＡ、信連、厚生連、
経済連、全国連の監査業務を担当。
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集
特

三
項
に
規
定
さ
れ
て
お
り
、
発
動
ル

ー
ル
（
措
置
基
準
）
の
概
要
は
、
図

表
２
の
と
お
り
で
す
。

　

こ
の
早
期
是
正
措
置
制
度
の
実
効

性
を
高
め
る
た
め
に
、
平
成
一
一
年

七
月
に
、
当
時
の
金
融
監
督
庁
（
現

金
融
庁
）
か
ら
「
預
金
等
受
入
金
融

機
関
に
係
る
検
査
マ
ニ
ュ
ア
ル
」

（
以
下
、「
金
融
検
査
マ
ニ
ュ
ア
ル
」

と
い
う
）
が
検
査
官
に
通
達
さ
れ
て

い
ま
す
。
こ
れ
は
検
査
官
が
金
融
機

関
を
検
査
す
る
際
の
手
引
書
と
し
て

位
置
づ
け
ら
れ
る
も
の
で
あ
り
、
Ｊ

Ａ
等
向
け
に
は
、
平
成
一
一
年
一
二

月
に
農
林
水
産
省
に
お
い
て
「
預
貯

金
等
受
入
系
統
金
融
機
関
に
係
る
検

査
マ
ニ
ュ
ア
ル
」（
以
下
、「
系
統
金

融
検
査
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
と
い
う
）
が

制
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
背
景
に
つ
い
て
は
後
述
し

ま
す
が
、
令
和
元
年
一
二
月
、
金
融

庁
は
「
金
融
検
査
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
を

廃
止
、
同
時
に
廃
止
後
の
融
資
に
関

す
る
検
査
・
監
督
の
考
え
方
を
示
し

て
い
ま
す
。
た
だ
し
、「
金
融
検
査

マ
ニ
ュ
ア
ル
」
は
廃
止
さ
れ
た
も
の

の
、
従
来
の
自
己
査
定
や
償
却
引
当

に
関
す
る
実
務
が
否
定
さ
れ
る
も
の

で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
一
方
、
Ｊ
Ａ
で

は
「
系
統
金
融
検
査
マ
ニ
ュ
ア
ル
」

は
継
続
さ
れ
、
所
定
の
改
正
を
繰
り

返
し
、
現
在
に
至
っ
て
い
ま
す
。

２
．
自
己
査
定
と
は

⑴
　
自
己
査
定
の
定
義
と
目
的

〈
定
義
〉

　
「
系
統
金
融
検
査
マ
ニ
ュ
ア
ル
」

に
お
い
て
資
産
査
定
は
、「
系
統
金

融
機
関
の
保
有
す
る
資
産
を
個
別
に

検
討
し
て
、
回
収
の
危
険
性
、
ま
た

は
価
値
の
毀
損
の
危
険
性
の
度
合
い

に
従
っ
て
区
分
す
る
こ
と
で
あ
り
、

貯
金
者
の
貯
金
な
ど
が
ど
の
程
度
安

全
確
実
な
資
産
に
見
合
っ
て
い
る

か
、
言
い
換
え
れ
ば
、
資
産
の
不
良

化
に
よ
り
ど
の
程
度
の
危
険
に
さ
ら

さ
れ
て
い
る
か
を
判
定
す
る
も
の
」

と
定
義
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

Ｊ
Ａ
で
は
、「
系
統
金
融
検
査
マ

ニ
ュ
ア
ル
」
に
よ
り
、
債
務
者
を
正

常
先
、
要
注
意
先
、
破
綻
懸
念
先
、

実
質
破
綻
先
、
破
綻
先
の
五
つ
の
債

務
者
区
分
に
分
け
、
分
類
外
対
象
債

権
を
把
握
し
た
う
え
で
、
担
保
・
保

証
に
よ
り
保
全
さ
れ
る
額
を
非
分
類

額
あ
る
い
は
Ⅱ
分
類
額
、
そ
れ
以
外

の
担
保
・
保
証
に
よ
り
保
全
さ
れ
な

い
部
分
を
Ⅲ
分
類
お
よ
び
Ⅳ
分
類
額

と
し
て
分
類
額
を
決
定
し
、
こ
の
分

類
額
に
応
じ
て
償
却
・
引
当
額
を
算

出
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
（
図
表

３
）。

〈
目
的
〉

　

自
己
査
定
に
は
、
主
に
三
つ
の
目

的
が
あ
り
ま
す
。

【図表２】ＪＡの自己資本の充実の状況に係る区分およびこれに応
じた命令

自己資本比率 措置の内容

第１区分 2 ％以上
4 %未満

経営改善計画（原則として資本増強
に係る措置を含む）の提出・実行命
令。

第２区分 0 ％以上
2 %未満

自己資本充実に係る合理的と認めら
れる計画の提出・実行、配当・役員
賞与の禁止または抑制、総資産の圧
縮または増加の抑制等。

第３区分 0 %未満 業務の全部または一部の停止命令。

（出所）平成 12 年総理府・大蔵省・農林水産省令第 13 号

【図表１】自己資本比率の計算式

自己資本
比率

自己資本（資本金等）の額（コ
ア資本に係る基礎項目の額－コ
ア資本に係る調整項目の額）

信用リスク
アセットの
合計額

オペレーショ
ナルリスク相
当額を８％で
除して得た額

＝

＋

【図表３】自己査定における分類区分

償却

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

正常先

要注意先

破綻懸念先

実質破綻先

破綻先

債
務
者
区
分

分
類
額
の
決
定

担
保
・
保
証
の

検
討
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１
．
債
務
者
区
分
判
定
の
流
れ

　

債
務
者
区
分
判
定
の
流
れ
は
、
Ｊ

Ａ
ご
と
に
異
な
る
こ
と
も
想
定
さ
れ

ま
す
が
、
主
に
、
次
の
よ
う
な
流
れ

が
考
え
ら
れ
ま
す
。

・
名
寄
せ

・
債
務
者
概
況
表
作
成

・
実
態
修
正

・
形
式
判
定

・
最
終
判
定

　

今
回
は
、
こ
の
流
れ
の
な
か
で
、

債
務
者
概
況
表
作
成
に
ポ
イ
ン
ト
を

絞
っ
て
説
明
し
て
い
き
ま
す
。

２
．
債
務
者
概
況
表
と
は

　

債
務
者
区
分
の
判
定
に
際
し
て
は
、

財
務
内
容
、
資
金
繰
り
、
収
益
力
、

貸
出
条
件
お
よ
び
そ
の
履
行
状
況
、

業
種
特
殊
性
等
の
多
く
の
要
素
を
考

慮
す
る
必
要
が
あ
る
た
め
、
債
務
者

等
か
ら
収
集
す
る
情
報
も
多
岐
に
わ

た
り
ま
す
。
債
務
者
概
況
表
は
、
幅

広
い
情
報
を
一
定
の
ル
ー
ル
に
従
っ

て
体
系
的
に
整
理
す
る
た
め
の
ツ
ー

ル
の
一
つ
で
す
。
記
載
項
目
に
つ
い

て
は
Ｊ
Ａ
に
よ
っ
て
異
な
り
ま
す
が
、

次
の
事
項
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

・
名
寄
せ
の
対
象

・
融
資
経
緯

・
債
務
者
の
事
業
内
容

・
債
務
者
の
現
況

・
資
産
・
負
債
の
状
況
（
個
人
）
ま

た
は
貸
借
対
照
表
（
法
人
）

・
収
支
状
況
（
個
人
）
ま
た
は
損
益

計
算
書
（
法
人
）

・
延
滞
の
有
無

・
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
お
よ
び
債

務
償
還
年
数

・
債
務
者
の
今
後
の
見
通
し

・
そ
の
他
（
経
営
改
善
計
画
等
）

・
債
務
者
と
の
折
衝
記
録

・
債
務
者
区
分
判
定
（
形
式
判
定
）

・
債
務
者
区
分
判
定
（
最
終
判
定
）

　

記
載
項
目
に
つ
い
て
は
、「
資
産
・

負
債
の
状
況
（
個
人
）
ま
た
は
貸
借

対
照
表
（
法
人
）」
等
の
定
量
的
項

目
と
、「
融
資
経
緯
」
等
の
定
性
的

項
目
に
区
分
で
き
ま
す
が
、
特
に
定

性
的
項
目
に
つ
い
て
は
、
債
務
者
区

分
の
検
討
経
緯
を
明
確
化
す
る
た
め

に
も
、
具
体
的
な
記
載
を
行
う
こ
と

が
必
要
と
な
り
ま
す
。

　

具
体
的
な
記
載
を
行
う
た
め
に

は
、
定
性
的
な
情
報
を
数
値
に
置
き

換
え
て
記
載
し
、
説
明
す
る
こ
と
が

ポ
イ
ン
ト
と
な
り
ま
す
。

Ｊ
Ａ
の
自
己
査
定

②
債
務
者
概
況
表
作
成
の
実
務

一
次
・
二
次
査
定
部
署
に
必
要
と
な
る
債
務
者
概
況
表
作
成
に
つ
い
て
、
基
礎
知
識

は
正
確
に
押
さ
え
て
お
き
た
い
。
特
に
、
定
性
項
目
の
具
体
的
記
載
に
つ
い
て
の
ポ

イ
ン
ト
等
、
実
務
で
活
用
で
き
る
点
を
整
理
す
る
。

集
特

みのり監査法人
公認会計士　小出 検次

千葉県出身。2017 年 6 月まで大手
監査法人にて金融機関（地銀、信
金、信組、生保）や一般事業会社の
監査業務に従事。2017 年 7 月より
全国農業協同組合中央会に出向。
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集
特

３
．
債
務
者
概
況
表
の
記
載
項

目

⑴
　
名
寄
せ
の
対
象

　

名
寄
せ
の
検
討
経
緯
に
つ
い
て
記

載
す
る
と
と
も
に
、
名
寄
せ
が
法
人

と
個
人
を
合
算
す
る
場
合
、
法
人
に

お
け
る
貸
借
対
照
表
や
損
益
計
算
書

と
、
個
人
に
お
け
る
申
告
書
等
の
項

目
が
一
致
し
な
い
こ
と
か
ら
、
合
算

方
法
に
つ
い
て
整
理
し
て
お
く
必
要

が
あ
り
ま
す
。

　

純
資
産
の
合
算
や
、
法
人
の
当
期

純
利
益
と
個
人
の
差
引
課
税
所
得

（
家
計
費
を
控
除
後
）
の
合
算
、
法

人
（
当
期
純
利
益
＋
減
価
償
却
費
）

キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
と
個
人
（
差

引
課
税
所
得
（
家
計
費
を
控
除
後
）

＋
減
価
償
却
費
）
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ

ロ
ー
の
合
算
な
ど
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

⑵
　
融
資
経
緯

　

債
務
者
が
返
済
す
べ
き
債
務
に
係

る
情
報
を
把
握
す
る
必
要
が
あ
る
た

め
、
融
資
を
行
な
っ
た
契
機
、
融
資

条
件
（
融
資
実
行
日
、
融
資
金
額
、

返
済
期
限
、
返
済
条
件
）
等
が
考
え

ら
れ
ま
す
。
融
資
条
件
が
、
覚
書
等

に
よ
り
通
常
の
条
件
と
異
な
る
よ
う

な
案
件
に
つ
い
て
は
、
そ
の
内
容
は

重
要
な
情
報
と
な
る
た
め
、
漏
れ
な

く
記
載
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

⑶
　
債
務
者
の
事
業
内
容

　

債
務
者
が
債
務
を
返
済
す
る
際
の

返
済
財
源
を
明
確
に
す
る
た
め
に
、

債
務
者
の
事
業
内
容
を
把
握
す
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。

　

農
業
を
行
な
っ
て
い
る
場
合
に

は
、
主
に
、
農
産
物
の
販
売
代
金
が

収
入
源
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
具
体
的

に
、
農
産
物
の
品
目
や
品
目
別
の
耕

作
面
積
、
販
売
先
、
農
産
物
の
品

質
、
販
路
の
拡
大
見
込
や
後
継
者
の

有
無
な
ど
の
情
報
を
記
載
す
る
こ
と

が
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

不
動
産
賃
貸
業
を
行
な
っ
て
い
る

場
合
に
は
、
収
入
源
は
賃
貸
収
入
と

な
り
ま
す
。
具
体
的
に
、
物
件
の
種

類
（
賃
貸
ア
パ
ー
ト
、
駐
車
場
等
）、

物
件
の
数
（
ア
パ
ー
ト
の
棟
数
や
戸

数
、
駐
車
場
の
台
数
等
）、
建
築
時

期
、
一
括
借
上
契
約
の
有
無
等
の
情

報
を
記
載
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
、

賃
貸
ア
パ
ー
ト
に
お
け
る
記
載
例
は

図
表
１
の
よ
う
に
考
え
ら
れ
ま
す
。

⑷
　
債
務
者
の
現
況

　

債
務
者
の
現
況
の
記
載
は
、
債
務

者
の
事
業
内
容
を
受
け
て
の
記
載
で

す
。
基
本
的
に
は
、
事
業
内
容
で
記

載
し
た
項
目
に
つ
い
て
、
よ
り
具
体

的
な
状
況
を
記
載
す
る
こ
と
と
な
り

ま
す
。
例
え
ば
、
事
業
内
容
に
記
載

し
た
出
荷
先
に
つ
い
て
、
年
度
ご
と

の
具
体
的
な
出
荷
量
を
記
載
す
る
な

ど
、
単
年
度
で
は
な
く
、
複
数
年
度

の
状
況
を
記
載
す
る
と
と
も
に
、
赤

字
発
生
等
の
リ
ス
ク
情
報
に
つ
い
て

は
、
必
ず
そ
の
原
因
等
を
検
討
す
る

こ
と
に
よ
り
、
今
後
の
見
通
し
の
検

討
の
基
礎
と
し
て
重
要
な
情
報
と
な

り
ま
す
。

　

例
え
ば
、
農
業
に
関
し
て
、
債
務

者
の
事
業
内
容
に
挙
げ
た
項
目
と
債

務
者
の
現
況
に
お
け
る
記
載
内
容
の

関
係
は
次
頁
図
表
２
の
と
お
り
で
す
。

⑸
　
資
産
・
負
債
の
状
況
（
個
人
）

ま
た
は
貸
借
対
照
表
（
法
人
）

　

個
人
の
資
産
・
負
債
の
状
況
に
つ

【図表１】賃貸アパートにおける事業内容の記載例

項目 記載例

物 件 の 種
類、数

賃貸物件Ａ（10 戸）および賃貸物件Ｂ（16 戸）
を保有している。

建築時期 賃貸物件Ａは 2015 年５月に建築しており、賃
貸物件Ｂアパートは５年後の 2020 年５月に、
賃貸物件Ａの隣接地に建築している。

一括借上契
約の有無

賃貸物件Ａについては、〇〇不動産㈱との一括
借上契約を締結している。

物件の立地 両賃貸物件はともに最寄駅の徒歩圏内（徒歩７
分）に位置している。

周辺環境 閑静な住宅街の一角に位置しており、近所には
小学校および中学校がある。また、食料品店も
徒歩圏内にある等、周辺環境は良好である。

利便性 最寄駅は主要都市まで 20 分であり、主要都市
で働くサラリーマン世帯等にとって利便性が高
い。

主な顧客層 通勤の利便性や近隣に小学校等があることか
ら、ファミリー層が主な顧客となっている。

一括借上の
契約内容

賃貸物件Ａについては、建設時に 30 年の一括
借上契約を締結している。契約書によると、当
初５年間は賃料（毎月○○千円）の変更はない
ものの、５年経過後は２年ごとに賃料の改定が
行われる。改定に関しては、入居状況や周辺の
家賃相場にもとづき行うこととされている。
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１
．
担
保
評
価
に
つ
い
て

　

Ｊ
Ａ
が
債
権
の
自
己
査
定
を
行
う

に
あ
た
り
、
担
保
評
価
は
、
債
権
の

回
収
可
能
性
を
把
握
す
る
う
え
で
極

め
て
重
要
な
も
の
で
す
。
担
保
評
価

は
、
債
務
者
区
分
や
債
権
分
類
と
密

接
に
関
連
し
て
お
り
、
破
綻
懸
念

先
、
実
質
破
綻
先
、
破
綻
先
の
債
権

分
類
に
つ
い
て
議
論
に
な
る
ケ
ー
ス

が
多
く
あ
り
ま
す
。

　

一
般
的
に
、
有
価
証
券
や
動
産
、

不
動
産
等
、
換
金
価
値
を
有
す
る
も

の
が
担
保
と
し
て
取
り
扱
う
こ
と
が

で
き
ま
す
が
、
金
額
の
重
要
性
や
価

格
決
定
の
困
難
さ
に
お
い
て
、
不
動

産
担
保
の
評
価
が
問
題
と
な
る
ケ
ー

ス
が
多
く
み
ら
れ
ま
す
。
そ
こ
で
、

不
動
産
担
保
の
評
価
方
法
に
つ
い
て

検
討
す
べ
き
論
点
や
実
務
上
の
留
意

点
に
つ
い
て
説
明
し
ま
す
。

〈
債
権
分
類
と
担
保
評
価
の
関
係
〉

　

破
綻
懸
念
先
で
あ
れ
ば
、
そ
の
債

権
は
非
分
類
（
Ⅰ
分
類
）、
Ⅱ
分
類
、

Ⅲ
分
類
に
分
類
さ
れ
、
実
質
破
綻

先
、
破
綻
先
で
あ
れ
ば
、
非
分
類

（
Ⅰ
分
類
）、
Ⅱ
分
類
、
Ⅲ
分
類
、
Ⅳ

分
類
に
分
類
さ
れ
ま
す
。

　

不
動
産
担
保
の
評
価
に
つ
い
て
い

え
ば
、
担
保
評
価
額
の
う
ち
確
実
に

回
収
可
能
と
み
ら
れ
る
部
分
（
処
分

可
能
見
込
額
）
を
Ⅱ
分
類
と
し
、
担

保
評
価
額
と
処
分
可
能
見
込
額
の
差

額
を
Ⅲ
分
類
と
し
ま
す
。
担
保
評
価

額
は
、
土
地
で
あ
れ
ば
公
的
価
格
等

を
も
と
に
算
定
し
、
処
分
可
能
見
込

額
は
担
保
評
価
額
に
一
定
の
掛
け
目

を
乗
じ
る
こ
と
に
よ
り
算
定
す
る
こ

と
が
一
般
的
で
す
。

　

掛
け
目
に
つ
い
て
は
、「
系
統
金

融
検
査
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
で
は
図
表
１

の
と
お
り
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
が
、

処
分
実
績
が
少
な
い
な
ど
、
掛
け
目

の
合
理
性
を
確
保
で
き
な
い
場
合
に

用
い
る
目
安
と
な
る
も
の
で
す
。
実

務
的
に
は

七
〇
％
の

掛
け
目
を

採
用
し
て

い
る
ケ
ー

ス
が
多
く

み
ら
れ
ま

す
が
、
担

保
の
処
分

実
績
等
と
比
較
し
て
妥
当
性
を
検
証

す
る
必
要
が
あ
り
、
担
保
物
件
の
個

別
の
状
況
も
考
慮
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。

Ｊ
Ａ
の
自
己
査
定

自
己
査
定
に
お
い
て
議
論
と
な
る
こ
と
が
多
い
不
動
産
の
担
保
評
価
に
つ
い
て
、
検

討
す
べ
き
論
点
や
実
務
上
の
留
意
点
を
解
説
す
る
。
ま
た
、
収
益
還
元
法
の
事
例
を

用
い
て
具
体
的
な
担
保
評
価
の
方
法
を
示
す
と
と
も
に
、
評
価
す
る
に
あ
た
っ
て
の

注
意
点
を
整
理
す
る
。

集
特

みのり監査法人
　公認会計士　吉田 昭夫

大手監査法人にて銀行、証券会社等
の金融機関の監査業務に従事。
2016 年 7 月より全国農業協同組合
中央会に出向。2017 年 7 月にみの
り監査法人に入所。現在は、ＪＡ、
連合会の監査業務を担当。

③�

事
例
で
確
認�

不
動
産
担
保
評
価
の
見
直
し
の
実
務

【図表１】処分可能見込額の掛
け目の例

資産種類 掛け目

建物 70％

土地 70％
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集
特

２
．
土
地
の
公
的
価
格
と
担
保

評
価

⑴
　
土
地
の
公
的
価
格
等
に
つ
い

て

　

土
地
の
公
的
価
格
に
は
、
公
示
地

価
、
基
準
地
価
、
路
線
価
、
固
定
資

産
税
評
価
額
が
あ
り
ま
す
。

　

公
示
地
価
と
は
、
地
価
公
示
法
に

も
と
づ
い
て
、
国
土
交
通
省
土
地
鑑

定
委
員
会
が
、
適
正
な
地
価
の
形
成

に
寄
与
す
る
た
め
に
、
毎
年
一
月
一

日
時
点
に
お
け
る
標
準
地
の
正
常
な

価
格
を
三
月
に
公
示
す
る
も
の
で
す
。

　

基
準
地
価
と
は
、
国
土
利
用
計
画

法
に
も
と
づ
き
、
都
道
府
県
が
毎
年

七
月
一
日
時
点
に
お
け
る
基
準
値
の

価
格
を
判
定
す
る
も
の
で
あ
り
、
九

月
に
公
表
さ
れ
ま
す
。

　

路
線
価
と
は
、
国
税
庁
が
毎
年
一

月
一
日
時
点
に
お
け
る
主
要
な
道
路

に
面
し
た
一
㎡
当
た
り
の
土
地
価
格

を
そ
の
年
の
七
月
に
公
表
す
る
も
の

で
す
。
公
示
地
価
の
八
割
を
目
安
に

決
め
ら
れ
ま
す
。

　

固
定
資
産
税
評
価
額
と
は
固
定
資

産
税
、
都
市
計
画
税
等
を
計
算
す
る

う
え
で
基
準
と
な
る
価
格
の
こ
と

で
、
固
定
資
産
課
税
台
帳
に
記
載
さ

れ
た
土
地
・
家
屋
の
評
価
額
を
い
い

ま
す
。
土
地
に
つ
い
て
は
公
示
価
格

の
七
割
を
目
安
に
決
め
ら
れ
ま
す
。

土
地
・
家
屋
の
固
定
資
産
税
評
価
額

に
つ
い
て
は
三
年
に
一
度
評
価
替
え

が
実
施
さ
れ
て
お
り
、
こ
の
評
価
替

え
の
年
度
を
基
準
年
度
と
い
い
ま

す
。

　

こ
れ
ら
の
土
地
の
公
的
価
格
は
、

担
保
評
価
に
あ
た
っ
て
極
め
て
有
用

な
情
報
に
な
り
ま
す
。

　

一
方
、
不
動
産
の
評
価
に
あ
た
っ

て
は
、
不
動
産
鑑
定
評
価
基
準
が
参

考
と
な
り
ま
す
。
不
動
産
鑑
定
士
が

不
動
産
の
鑑
定
評
価
を
行
う
に
あ
た

っ
て
の
基
準
を
定
め
た
も
の
な
の

で
、
不
動
産
の
担
保
評
価
額
を
算
定

す
る
際
に
も
利
用
す
る
こ
と
が
可
能

な
基
準
で
す
。
不
動
産
鑑
定
評
価
基

準
で
は
、
個
々
の
不
動
産
価
格
の
算

定
方
法
と
し
て
①
原
価
法
、
②
取
引

事
例
比
較
法
、
③
収
益
還
元
法
を
定

め
て
い
ま
す
。

　
①
原
価
法

　

原
価
法
と
は
、
不
動
産
の
再
調
達

原
価
を
求
め
、
建
物
に
つ
い
て
は
減

価
修
正
を
行
な
っ
て
原
価
を
求
め
る

方
法
を
い
い
ま
す
。
原
価
法
は
不
動

産
の
費
用
面
に
着
目
し
た
方
法
と
い

え
ま
す
。
再
調
達
原
価
は
、
対
象
不

動
産
を
評
価
時
点
に
お
い
て
再
調
達

す
る
と
想
定
し
た
場
合
に
お
い
て
必

要
と
さ
れ
る
適
正
な
原
価
の
総
額
で

す
。

　
②
取
引
事
例
比
較
法

　

取
引
事
例
比
較
法
と
は
、
多
数
の

取
引
事
例
を
収
集
し
て
適
切
な
事
例

の
選
択
を
行
い
、
こ
れ
ら
に
係
る
取

引
価
格
に
、
必
要
に
応
じ
て
そ
の
不

動
産
が
存
在
す
る
地
域
、
そ
の
不
動

産
の
個
別
事
情
を
勘
案
し
て
補
正
を

行
う
こ
と
で
価
格
を
求
め
る
方
法
を

い
い
ま
す
。
取
引
事
例
比
較
法
は
、

不
動
産
の
市
場
性
に
着
目
し
た
方
法

と
い
え
ま
す
。

　
③
収
益
還
元
法

　

収
益
還
元
法
と
は
、
不
動
産
が
将

来
生
み
出
す
で
あ
ろ
う
と
期
待
さ
れ

る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
割
引
現

在
価
値
の
総
和
を
求
め
る
こ
と
で
価

格
を
求
め
る
方
法
を
い
い
ま
す
。

　

収
益
還
元
法
に
は
、
一
期
間
の
純

収
益
を
還
元
利
回
り
に
よ
っ
て
還
元

す
る
方
法
（
直
接
還
元
法
）
と
連
続

す
る
複
数
の
期
間
に
発
生
す
る
純
収

益
お
よ
び
復
帰
価
格
を
、
そ
の
発
生

時
期
に
応
じ
て
現
在
価
値
に
割
り
引

き
、
そ
れ
ぞ
れ
合
計
す
る
方
法
（
デ

ィ
ス
カ
ウ
ン
ト
・
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ

ロ
ー
法
（
Ｄ
Ｃ
Ｆ
法
））
が
あ
り
ま

す
。
収
益
還
元
法
は
不
動
産
の
収
益

性
に
着
目
し
た
手
法
で
す
が
、
ア
パ

ー
ト
な
ど
の
収
益
物
件
で
利
用
さ
れ

る
ケ
ー
ス
が
多
く
、
い
く
つ
か
の
論

点
が
あ
る
の
で
詳
細
を
後
述
し
ま
す
。

　　

こ
の
よ
う
に
、
不
動
産
の
評
価
方

法
は
そ
の
不
動
産
の
特
徴
に
よ
り

様
々
で
す
。
ま
た
、
土
地
の
公
的
価

格
に
つ
い
て
も
、
そ
の
利
用
目
的
に

よ
り
前
述
の
よ
う
に
い
く
つ
か
の
価

格
が
公
表
さ
れ
て
い
ま
す
。
し
た
が

っ
て
、
不
動
産
価
格
の
評
価
に
あ
た

っ
て
は
、
利
用
目
的
に
応
じ
た
複
数

の
価
格
が
存
在
す
る
こ
と
を
理
解
し
、

ま
た
、
効
率
的
か
つ
恣
意
的
な
評
価

を
避
け
る
た
め
企
業
内
部
の
ル
ー
ル

を
明
確
に
定
め
、
こ
の
ル
ー
ル
に
従

っ
た
担
保
評
価
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

　

次
に
、
こ
れ
ら
を
踏
ま
え
た
土

地
、
建
物
の
担
保
評
価
の
方
法
を
例

示
し
ま
す
。
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